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１ 統計調査の承認等の状況 
（総括表） 
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○基幹統計調査の承認  

 

基幹統計調査の名称  申  請  者  主  な  承  認  事  項  承認月日  

 

該 当 な し  
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○一般統計調査の承認

承認年月日 統計調査の名称 実施者

H21.4.14 平成22年国勢調査第３次試験調査 総務大臣

H21.4.23 保健師活動領域調査 厚生労働大臣



‐5‐

（１）　新　規

受理年月日 統計調査の名称 実施者

H21. 4. 6 産業廃棄物税の導入に関する意識調査 福 岡 県 知 事

H21. 4. 10
平成21年春季賃上げ及び夏季・年末一時金要求・妥結状況調
査

広 島 県 知 事

H21. 4. 14 平成21年民間企業における夏季一時金に関する調査 名古屋市人事委員会

H21. 4. 14 平成21年民間企業における夏季一時金に関する臨時調査 佐 賀 県 人 事 委 員 会

H21. 4. 16 平成21年民間企業における夏季一時金に関する特別調査 北 海 道 人 事 委 員 会

H21. 4. 16 平成21年民間企業における夏季一時金に関する調査 高 知 県 人 事 委 員 会

H21. 4. 16 平成21年民間企業における夏季一時金に関する特別調査
新 潟 県 人 事 委 員 会
新 潟 市 人 事 委 員 会

H21. 4. 17 進路状況調査 千 葉 県 教 育 委 員 会

H21. 4. 17 平成21年大分県の民間企業における夏季一時金に関する調査 大 分 県 人 事 委 員 会

H21. 4. 17 平成21年民間企業における夏季一時金に関する特別調査 長 崎 県 人 事 委 員 会

H21. 4. 17 平成21年民間企業における夏季一時金に関する調査 神 戸 市 人 事 委 員 会

H21. 4. 20 平成21年民間企業における夏季一時金に関する特別調査 三 重 県 人 事 委 員 会

H21. 4. 20 平成21年民間企業における夏季一時金に関する調査 奈 良 県 人 事 委 員 会

H21. 4. 20 和歌山県民間企業における夏季一時金に関する調査 和歌山県人事委員会

H21. 4. 20 平成21年民間企業における夏季一時金に関する調査 島 根 県 人 事 委 員 会

H21. 4. 20 平成21年民間企業における夏季一時金に関する特別調査 岡 山 県 人 事 委 員 会

H21. 4. 20 平成21年民間企業における夏季一時金に関する調査 広 島 県 人 事 委 員 会

H21. 4. 20 平成21年民間企業における夏季一時金に関する調査 鹿児島県人事委員会

H21. 4. 20 平成21年民間企業における夏季一時金に関する調査 沖 縄 県 人 事 委 員 会

H21. 4. 21 平成21年職種別民間給与実態調査附帯調査 福 井 県 人 事 委 員 会

H21. 4. 21 平成21年民間企業における夏季一時金に関する特別調査 徳 島 県 人 事 委 員 会

H21. 4. 22 平成21年職種別民間給与実態調査（付帯調査） 福 島 県 人 事 委 員 会

H21. 4. 22 平成21年民間企業における夏季一時金に関する調査 埼 玉 県 人 事 委 員 会

H21. 4. 22 香川県民間企業における夏季一時金に関する特別調査 香 川 県 人 事 委 員 会

H21. 4. 22 平成21年民間企業における夏季一時金に関する特別調査 熊 本 県 人 事 委 員 会

H21. 4. 22 民間企業における夏季一時金に関する調査 宮 崎 県 人 事 委 員 会

H21. 4. 22 平成21年民間企業における夏季一時金に関する特別調査 岡 山 市 人 事 委 員 会

H21. 4. 22
平成21年民間企業における夏季一時金に関する京都府特別調
査

京 都 府 人 事 委 員 会

 ○届出統計調査の受理



‐6‐

H21. 4. 22 平成21年職種別民間給与実態調査附帯調査 大 阪 府 人 事 委 員 会

H21. 4. 22 平成21年民間企業における夏季一時金に関する調査 鳥 取 県 人 事 委 員 会

H21. 4. 24 平成21年民間企業における夏季一時金に関する特別調査 兵 庫 県 人 事 委 員 会

H21. 4. 24 福岡市次世代育成支援に関するアンケート調査 福 岡 市 長

H21. 4. 24 勤務時間調査 秋 田 県 人 事 委 員 会

H21. 4. 24 給与，勤務条件等に関する調査 広 島 県 人 事 委 員 会

H21. 4. 28 院内がん登録データ収集調査 静 岡 県 人 事 委 員 会

H21. 4. 28 平成21年職種別民間給与実態調査付帯調査 佐 賀 県 人 事 委 員 会

H21. 4. 28 高等学校卒業者の進学状況調査 高 知 県 教 育 委 員 会

H21. 4. 28 平成21年民間企業における夏季一時金に関する特別調査 山 形 県 人 事 委 員 会

H21. 4. 30 平成21年広島県職場環境実態調査 広 島 県 知 事

（２）　変　更

受理年月日 統計調査の名称 実施者

H21. 4. 14 賃金等調査 福 岡 県 人 事 委 員 会
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２ 基 幹 統 計 調 査 の 承 認 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 - 9 - 

○基幹統計調査の承認 

【該当なし】 
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３ 一 般 統 計 調 査 の 承 認 
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一般統計調査の承認 

【調査名】 平成２２年国勢調査第３次試験調査 

【承認年月日】 平成２１年０４月１４日 

【実施機関】 総務省統計局統計調査部国勢統計課 

【目 的】 平成２２年国勢調査の実施計画案を策定するために実施したこれまでの試験

調査結果を踏まえ，調査方法，調査事務，調査票の設計等についての最終的な検

証を行うとともに，地方公共団体における同調査の実施事務の準備に資する。 

【調査の構成】 １－国勢調査第３次試験調査調査票 

【公表】 公表しない 

※ 

【調査票名】 １－国勢調査第３次試験調査調査票 

 【調査対象】 （地域）都道府県庁所在市及び都道府県庁所在市以外の政令指定都市（東

京都の特別区を含む）の５１市区に属する平成１７年国勢調査調査区から

選定する調査区（５１０調査区） （単位）世帯 （属性）調査区内に常

住する者 （抽出枠）平成１７年国勢調査調査区一覧表 

 【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）２５，５００ （配布）郵送・調査員・

オンライン （取集）郵送・調査員・オンライン （記入）自計 （把握

時）平成２１年６月１２日午前零時現在 （系統）総務省統計局→都道府

県→市区→指導員→調査員→報告者 

 【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成２１年０６月０４日～２８日 

 【調査事項】 １．氏名，２．男女の別，３．世帯主との続柄，４．出生の年月，５．

配偶の関係，６．国籍，７．現在の住居における居住期間，８．５年前の

住居の所在地，９．在学，卒業等教育の状況，１０．就業状態，１１．従

業地又は通学地，１２．従業地又は通学地までの利用交通手段，１３．従

業上の地位，１４．所属の事業所の名称及び事業の内容，１５．本人の仕

事の内容，１６．世帯員の数，１７．住居の種類，１８．住宅の建て方，

１９．住宅の床面積の合計，２０．世帯の種類 
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【調査名】 保健師活動領域調査 

【承認年月日】 平成２１年０４月２３日 

【実施機関】 厚生労働省健康局総務課保健指導室 

【目 的】 近年の少子高齢化，地域住民のニーズの多様化に対応するため，保健・医療・

福祉の連携が図られているところである。これに伴って，保健師の活動領域も保

健分野に限らず，医療や福祉分野に広がりつつあり，さらに医療制度改革によっ

て，より一層広範囲な領域における活動が加わってきていることから，その実態

を的確に把握し，今後の保健師活動に関する様々な施策を検討・実施するための

基礎データとする。 

【調査の構成】 １－都道府県常勤保健師用調査回答用紙（領域調査） ２－保健所設置

市・特別区常勤保健師用調査回答用紙（領域調査） ３－市町村常勤保健

師用調査回答用紙（領域調査） ４－特定健診・特定保健指導に携わる保

健師の活動体制に関する調査回答用紙（領域調査） ５－都道府県非常勤

保健師用調査回答用紙（領域調査） ６－保健所設置市・特別区非常勤保

健師用調査回答用紙（領域調査） ７－市町村非常勤保健師用調査回答用

紙（領域調査） ８－都道府県用概況票（活動調査） ９－都道府県用個

人票（活動調査） １０－保健所設置市・特別区概況票（活動調査） １

１－保健所設置市・特別区用個人票（活動調査） １２－市町村用個人票

（活動調査） １３－市町村用概況票（活動調査） 

【公表】 厚生労働省ホームページに掲載（領域調査：調査年の９月頃，活動調査：調査

年度の３月頃） 

※ 

【調査票名】 １－都道府県常勤保健師用調査回答用紙（領域調査） 

 【調査対象】 （地域）全国 （単位）地方公共団体 （属性）都道府県 

 【調査方法】 （選定）全数 （客体数）４７ （配布）郵送 （取集）郵送 （記入）

自計 （把握時）毎年５月１日現在 （系統）厚生労働省→都道府県（報

告者） 

 【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）毎年６月１日 

 【調査事項】 １．全常勤保健師数，２．所属区分，３．職位，４．給与等人件費会計

別 

※ 

【調査票名】 ２－保健所設置市・特別区常勤保健師用調査回答用紙（領域調査） 

 【調査対象】 （地域）全国 （単位）地方公共団体 （属性）保健所を設置する市・

特別区 

 【調査方法】 （選定）全数 （（配布）郵送 （取集）郵送 （把握時）毎年５月１日

現在 （系統）厚生労働省→保健所を設置する市・特別区（報告者） 
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 【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）毎年６月１日 

 【調査事項】 １．全常勤保健師数，２．所属区分，３．職位，４．給与等人件費会計

別 

※ 

【調査票名】 ３－市町村常勤保健師用調査回答用紙（領域調査） 

 【調査対象】 （地域）全国 （単位）地方公共団体 （属性）市町村 

 【調査方法】 （選定）全数 （配布）郵送 （取集）郵送 （記入）自計 （把握時）

毎年５月１日現在 （系統）厚生労働省→都道府県→市町村（報告者） 

 【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）毎年６月１日 

 【調査事項】 １．全常勤保健師数，２．常勤保健師の所属区分，３．職位，４．給与

等人件費会計別 

※ 

【調査票名】 ４－特定健診・特定保健指導に携わる保健師の活動体制に関する調査回答

用紙（領域調査） 

 【調査対象】 （地域）全国 （単位）地方公共団体 （属性）市町村，保健所設置市・

特別区 

 【調査方法】 （選定）全数 （配布）郵送 （取集）郵送 （記入）自計 （把握時）

毎年５月１日現在 （系統）厚生労働省→市町村・特別区（報告者），厚

生労働省→都道府県→市町村（報告者） 

 【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）毎年６月１日 

 【調査事項】 １．保健所設置市・特別区又は市町村の別，自治体名，２．調査時点で，

特定健診・特定保健指導にかかわっている常勤保健師及び今年度中に関わ

ることが予定されている常勤保健師の所属区分ごとの合計配置人数，専任

者数 

※ 

【調査票名】 ５－都道府県非常勤保健師用調査回答用紙（領域調査） 

 【調査対象】 （地域）全国 （単位）地方公共団体 （属性）都道府県 

 【調査方法】 （選定）全数 （客体数）４７ （配布）郵送 （取集）郵送 （記入）

自計 （把握時）毎年５月１日現在 （系統）厚生労働省→都道府県（報

告者） 

 【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）毎年６月１日 

 【調査事項】 所定の方法により延人数に換算された非常勤保健師数 

※ 

【調査票名】 ６－保健所設置市・特別区非常勤保健師用調査回答用紙（領域調査） 

 【調査対象】 （地域）全国 （単位）地方公共団体 （属性）保健所を設置する市・

特別区 
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 【調査方法】 （選定）全数 （配布）郵送 （取集）郵送 （記入）自計 （把握時）

毎年５月１日現在 （系統）厚生労働省→保健所を設置する市・特別区（報

告者） 

 【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）毎年６月１日 

 【調査事項】 所定の方法により延人数に換算された非常勤保健師数 

※ 

【調査票名】 ７－市町村非常勤保健師用調査回答用紙（領域調査） 

 【調査対象】 （地域）全国 （単位）地方公共団体 （属性）市町村 

 【調査方法】 （選定）全数 （配布）郵送 （取集）郵送 （記入）自計 （把握時）

毎年５月１日現在 （系統）厚生労働省→都道府県→市町村（報告者） 

 【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）毎年６月１日 

 【調査事項】 所定の方法により延人数に換算された非常勤保健師数 

※ 

【調査票名】 ８－都道府県用概況票（活動調査） 

 【調査対象】 （地域）全国 （単位）地方公共団体 （属性）都道府県 

 【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）１１／４７ （配布）郵送 （取集）

郵送 （記入）自計 （把握時）６月１日～３０日，１０月１日～３１日 

（系統）厚生労働省→都道府県（報告者） 

 【周期・期日】 （周期）３年 （実施期日）６月実施分：７月末日，１０月実施分：

１１月末日 

 【調査事項】 都道府県名，常勤と非常勤の合計の保健師数，その内訳 

※ 

【調査票名】 ９－都道府県用個人票（活動調査） 

 【調査対象】 （地域）全国 （単位）地方公共団体 （属性）都道府県 

 【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）１１／４７ （配布）郵送 （取集）

郵送 （記入）自計 （把握時）６月１日～３０日，１０月１日～３１日 

（系統）厚生労働省→都道府県（報告者） 

 【周期・期日】 （周期）３年 （実施期日）６月実施分：７月末日，１０月実施分：

１１月末日 

 【調査事項】 １．職員の勤務形態，２．所属している主たる部署，３．日別の業務内

容別実働時間数 

※ 

【調査票名】 １０－保健所設置市・特別区概況票（活動調査） 

 【調査対象】 （地域）全国 （単位）地方公共団体 （属性）保健所設置市・特別区 

 【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）２１ （配布）郵送 （取集）郵送 （記

入）自計 （把握時）６月１日～３０日，１０月１日～３１日 （系統）
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厚生労働省→保健所設置市・特別区（報告者） 

 【周期・期日】 （周期）３年 （実施期日）６月実施分：７月末日，１０月実施分：

１１月末日 

 【調査事項】 都道府県名，市区名，市区人口数，常勤と非常勤の合計の保健師数，そ

の内訳 

※ 

【調査票名】 １１－保健所設置市・特別区用個人票（活動調査） 

 【調査対象】 （地域）全国 （単位）地方公共団体 （属性）保健所設置市・特別区 

 【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）２１ （配布）郵送 （取集）郵送 （記

入）自計 （把握時）６月１日～３０日，１０月１日～３１日 （系統）

厚生労働省→保健所設置市・特別区 

 【周期・期日】 （周期）３年 （実施期日）６月実施分：７月末日，１０月実施分：

１１月末日 

 【調査事項】 １．職員の種別，２．所属している主たる部署，３．日別の業務内容別

実働時間数 

※ 

【調査票名】 １２－市町村用個人票（活動調査） 

 【調査対象】 （地域）全国 （単位）地方公共団体 （属性）市町村 

 【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）４１３ （配布）郵送 （取集）郵送 

（記入）自計 （把握時）６月１日～３０日，１０月１日～３１日 （系

統）厚生労働省→都道府県→市町村 

 【周期・期日】 （周期）３年 （実施期日）６月実施分：７月末日，１０月実施分：

１１月末日 

 【調査事項】 １．職員の種別，２．所属している主たる部署，３．日別の業務内容別

実働時間数 

※ 

【調査票名】 １３－市町村用概況票（活動調査） 

 【調査対象】 （地域）全国 （単位）地方公共団体 （属性）市町村 

 【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）４１３ （配布）郵送 （取集）郵送 

（記入）自計 （把握時）５月１日現在 （系統）厚生労働省→都道府県

→市町村（報告者） 

 【周期・期日】 （周期）３年 （実施期日）６月実施分：７月末日，１０月実施分：

１１月末日 

 【調査事項】 １．都道府県名，市町村名，市町村人口数，常勤と非常勤の合計の保健

師数，その内訳，３．取りまとめ担当についての情報 
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届出統計調査の受理 

（１）新規 

【調査名】 産業廃棄物税の導入に関する意識調査 

【受理年月日】 平成２１年０４月０６日 

【実施機関】 福岡県総務部税務課 

【目 的】 産業廃棄物税を導入したことによる排出事業者（納税義務者）の産業廃棄物

に対する排出抑制やリサイクルに向けたインセンティブ（動機付け）効果を検

証するとともに、今後の本税のあり方を検討する。 

【調査の構成】 １－産業廃棄物税の導入に関する意識調査票 

※ 

【調査票名】 １－産業廃棄物税の導入に関する意識調査票 

 【調査対象】 （地域）県内全域 （単位）事業所 （属性）日本標準産業分類（平成

１４年３月改定）に揚げる大分類Ｄ鉱業からＲ公務までに属する事業所。

（産業廃棄物税条例施行後、平成１７年以降に開設した事業所は除く。

また、小規模（５人以下）かつ産業廃棄物を排出しない事業所は除く）

中分類（Ｇ３６）水道業に属する事業所。 （抽出枠）「平成１８年事業

所・企業統計調査」（調査区別民営事業別リスト） 

 【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）１，２００／２４７，５７２ （配布）

郵送 （取集）郵送 （記入）併用 （把握時）平成１６年度から平成

２０年度 （系統）県→報告者 

 【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成２１年０５月１５日 

 【調査事項】 １．事業所の概要（会社名、資本金、従業員数、事業所名、事業所の所

在地等、業務内容等）、２．産業廃棄物処理の状況（１）産業廃棄物の種

類、（２）種類別量の変化、（３）全体量の変化、（４）増加の原因、（５）

減少の原因、３．産業廃棄物税の導入の事実について、４．産業廃棄物

税の導入に伴う取組の変化について（１）現在の取組みの状況、（２）取

組開始時期、（３）取組みの動機、（４）取組みの内容、（５）取り組んで

いない理由、（６）税導入の影響、５．産業廃棄物税の広域的導入につい

て（１）税導入後の変化、（２）変更理由、（３）変更場所 
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【調査名】 春季賃上げ及び夏季・年末一時金要求・妥結状況調査 

【受理年月日】 平成２１年０４月１０日 

【実施機関】 広島県商工労働局総務管理部労働福祉課 

【目 的】 春季賃上げ，夏季・年末一時金の要求・妥結状況等を把握し，労働行政の基

礎資料とする。 

【調査の構成】 １－春季賃上げ・一時金要求・妥結状況調査票 ２－年末一時金要求・

妥結状況調査票 

※ 

【調査票名】 １－春季賃上げ・一時金要求・妥結状況調査票 

 【調査対象】 （地域）広島県全域 （単位）企業 （属性）広島県内の民間企業で，

当該企業の労働者が組織する労働組合がある企業 （抽出枠）広島県商

工労働局総務管理部労働福祉課が保有する労働組合を有する企業に関す

る業務情報 

 【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）２００／１，１４７ （配布）郵送 （取

集）郵送 （記入）自計 （把握時）春季賃上げ：６月３０日，夏季一

時金：７月３１日 （系統）広島県→報告者 

 【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）５月１５日から翌年１月５日 

 【調査事項】 １．事業所及び労働組合の概況，２．春季賃上げ及び一時金要求・妥結

状況 

※ 

【調査票名】 ２－年末一時金要求・妥結状況調査票 

 【調査対象】 （地域）広島県全域 （単位）企業 （属性）広島県内の民間企業で，

当該企業の労働者が組織する労働組合がある企業 （抽出枠）広島県商

工労働局総務管理部労働福祉課が保有する労働組合を有する企業に関す

る業務情報 

 【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）２００／１，１４７ （配布）郵送 （取

集）郵送 （記入）自計 （把握時）年末一時金：１２月３１日 （系

統）広島県→報告者 

 【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）５月１５日から翌年１月５日 

 【調査事項】 １．事業所及び労働組合の概況，２．年末一時金要求・妥結状況 



 - 23 - 

【調査名】 平成２１年民間企業における夏季一時金に関する調査 

【受理年月日】 平成２１年０４月１４日 

【実施機関】 名古屋市人事委員会事務局審査課 

【目 的】 大幅な変動が予想される本年お民間企業夏季賞与について，早急に民間の状

況を把握する。 

【調査の構成】 １－平成２１年民間企業における夏季一時金に関する調査票 

※ 

【調査票名】 １－平成２１年民間企業における夏季一時金に関する調査票 

 【調査対象】 （地域）名古屋市内全域 （単位）事業所 （属性）企業規模５０人以

上で，かつ，事業所規模５０人以上の民間事業所 

 【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）１９１／１，４５０ （配布）郵送及び

電話・ファクシミリ装置 （取集）郵送及び電話・ファクシミリ装置 （記

入）自計 （把握時）平成２１年４月１３日から４月２４日 （系統）

名古屋市人事委員会事務局→報告者 

 【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成２１年０４月１３日～２４日 

 【調査事項】 １．事業所名，２．企業全体の常勤の従業員数，３．平成２１年夏季一

時金の支給状況，４．平成２０年夏季一時金の支給状況，５．平成２１

年一時金の支給状況，６．平成２０年一時金の支給状況 

 

 



 - 24 - 

【調査名】 平成２１年民間企業における夏季一時金に関する臨時調査 

【受理年月日】 平成２１年０４月１４日 

【実施機関】 佐賀県人事委員会事務局給与担当 

【目 的】 佐賀県職員の給与について検討するため，民間企業における平成２１年の夏

季一時金の支給状況を把握する。 

【調査の構成】 １－平成２１年民間企業における夏季一時金に関する臨時調査票 

※ 

【調査票名】 １－平成２１年民間企業における夏季一時金に関する臨時調査票 

 【調査対象】 （地域）佐賀県全域 （単位）企業 （属性）職種別民間給与実態調査

の対象企業（企業規模５０人以上かつ事業所規模５０人以上の佐賀県内

企業） 

 【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）２０１／２６９ （配布）郵送 （取集）

郵送 （記入）自計 （把握時）平成２０年４月から平成２２年３月 （系

統）佐賀県人事委員会事務局→報告者 

 【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成２１年０４月１６日～３０日 

 【調査事項】 １．本年夏季一時金の支給決定状況（妥結の有無），２．本年夏季一時金

の支給額・支給月数，従業員平均賃金，３．前年夏季一時金の支給額・

支給月数，従業員平均賃金 
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【調査名】 平成２１年民間企業における夏季一時金に関する特別調査 

【受理年月日】 平成２１年０４月１６日 

【実施機関】 北海道人事委員会事務局給与課 

【目 的】 本年の民間企業における夏季一時金は，前年に比べて１０％を超えるマイナ

スになっているとの状況から，例年の民間給与実態調査とは別に，緊急に民間

の一時金の支給状況を把握する。 

【調査の構成】 １－平成２１年民間企業における夏季一時金に関する特別調査票 

※ 

【調査票名】 １－平成２１年民間企業における夏季一時金に関する特別調査票 

 【調査対象】 （地域）北海道全域 （単位）企業 （属性）職種別民間給与実態調査

の対象企業（企業規模５０人以上かつ道内に事業所規模５０人以上の事

業所を有する企業） 

 【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）３６６／１，１０６ （配布）郵送 （取

集）郵送 （記入）自計 （把握時）４月１７日現在 （系統）北海道

人事委員会→報告者 

 【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成２１年０４月１７日～２８日 

 【調査事項】 １．本年夏季一時金の支給の決定状況，２．本年夏季一時金の支給額・

支給月数，従業員平均賃金，３．前年夏季一時金の支給額・支給月数，

従業員平均賃金 
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【調査名】 平成２１年民間企業における夏季一時金に関する調査 

【受理年月日】 平成２１年０４月１６日 

【実施機関】 高知県人事委員会事務局職員課 

【目 的】 高知県職員の６月支給の期末・勤勉手当と民間企業における夏季一時金を比

較検討するための基礎資料を作成する。 

【調査の構成】 １－平成２１年民間企業における夏季一時金に関する調査票 

※ 

【調査票名】 １－平成２１年民間企業における夏季一時金に関する調査票 

 【調査対象】 （地域）高知県全域 （単位）事業所 （属性）企業規模５０人以上か

つ事業所規模５０人以上の民間事業所 （抽出枠）平成２０年職種別民

間給与実態調査の対象事業所 

 【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）９７／１９９ （配布）郵送 （取集）

郵送 （記入）自計 （把握時）平成２１年４月１６日から同月２７日

まで （系統）高知県人事委員会→報告者 

 【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成２１年０４月１６日～２７日 

 【調査事項】 １．事業所の名称，２．本年夏季一時金の支給の決定状況，３．本年の

夏季又は年間の一時金の支給額及び支給月数並びに従業員平均賃金，４．

前年の夏季又は年間の一時金の支給額及び支給月数並びに従業員平均賃

金 

 

 



 - 27 - 

【調査名】 平成２１年民間企業における夏季一時金に関する特別調査 

【受理年月日】 平成２１年０４月１６日 

【実施機関】 新潟県人事委員会事務局、新潟市人事委員会事務局 

【目 的】 新潟県職員及び新潟市職員の期末手当・勤勉手当について，情勢適応の原則

に基づき民間企業の支給状況と均衡を図るため，新潟県内の民間企業の一時金

の支給状況を把握する。 

【調査の構成】 １－平成２１年民間企業における夏季一時金に関する特別調査票 

※ 

【調査票名】 １－平成２１年民間企業における夏季一時金に関する特別調査票 

 【調査対象】 （地域）新潟県全域（ただし新潟市内については新潟市人事委員会が，

新潟市外については新潟県人事委員会が調査を行う。） （単位）企業 

（属性）企業規模５０人以上で，かつ，事業所規模５０人以上の事業所

を有する新潟県内に本社を置く企業で，日本標準産業分類の，漁業、鉱

業，採石業，砂利採取業，建設業，製造業，電気・ガス・熱供給・水道

業，情報通信業，運輸業，郵便業，卸売業，小売業，金融業，保険業，

不動産業，物品賃貸業，学術研究，専門・技術サービス業（中分類の学

術・開発研究機関及び広告業に該当するもの。），生活関連サービス業，

娯楽業（中分類のその他生活関連サービス業に該当するもの。），教育，

学習支援業（中分類の学校教育に該当するもの。），医療，福祉（中分類

の保健衛生に該当するものを除く。），サービス業（中分類の政治・経済・

文化団体に該当するもの。）のいずれかに該当するもの。 （抽出枠）平

成２１年職種別民間給与実態調査管理名簿（新潟県） 

 【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）１９０／８６０ （配布）郵送 （取

集）郵送・ファクシミリ （記入）自計 （把握時）記入日現在 （系

統）新潟県人事委員会（新潟市人事委員会）→報告者 

 【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成２１年０４月１６日～３０日 

 【調査事項】 １．企業名，企業全体の常勤従業員数，担当者所属，役職・氏名，連絡

先電話番号，２．本年の夏季一時金の支給の決定状況，３．本年の夏季

一時金の支給額，支給月数，従業員平均賃金，４．前年の夏季一時金の

支給額，支給月数，従業員平均賃金 
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【調査名】 進路状況調査 

【受理年月日】 平成２１年０４月１７日 

【実施機関】 千葉県教育庁企画管理部教育政策課 

【目 的】 卒業者の進路状況等に関する実態を調査し，千葉県教育行政の基礎資料とな

る統計を作成する。 

【調査の構成】 １－中学校等卒業者の進路状況調査票（中学校，特別支援学校中学部） 

２－高等学校等卒業者の進路状況調査票（高等学校，特別支援学校高等

部） 

※ 

【調査票名】 １－中学校等卒業者の進路状況調査票（中学校，特別支援学校中学部） 

 【調査対象】 （地域）千葉県全域 （単位）学校 （属性）県内公立の中学校及び特

別支援学校中等部 

 【調査方法】 （選定）全数 （客体数） （配布）千葉県内市町村教育委員会又は校

長を通じて配布 （取集）千葉県内市町村教育委員会又は校長を通じて

取集 （記入）自計 （把握時）毎年５月１日現在 （系統）千葉県→

千葉県内市町村教育委員会又は校長→報告者 

 【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）毎年５月中旬 

 【調査事項】 卒業者の進路状況 

※ 

【調査票名】 ２－高等学校等卒業者の進路状況調査票（高等学校，特別支援学校高等部） 

 【調査対象】 （地域）千葉県下全域 （単位）学校 （属性）県内公立の高等学校及

び特別支援学校高等部 

 【調査方法】 （選定）全数 （客体数） （配布）千葉県内市町村教育委員会又は校

長を通じて配布 （取集）千葉県内市町村教育委員会又は校長を通じて

取集 （記入）自計 （把握時）毎年５月１日現在 （系統）千葉県→

千葉県内市町村教育委員会又は校長→報告者 

 【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）毎年５月中旬 

 【調査事項】 卒業者の進路状況 
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【調査名】 平成２１年大分県の民間企業における夏季一時金に関する調査 

【受理年月日】 平成２１年０４月１７日 

【実施機関】 大分県人事委員会事務局公務員課任用給与班 

【目 的】 地方公務員法の規定の趣旨に基づき，県職員の給与を民間の従業員の給与と

比較検討するための基礎資料として，平成２１年の大分県内の民間企業の夏季

一時金の支給状況等を把握する。 

【調査の構成】 １－平成２１年大分県の民間企業における夏季一時金に関する調査票 

※ 

【調査票名】 １－平成２１年大分県の民間企業における夏季一時金に関する調査票 

 【調査対象】 （地域）大分県内全域 （単位）事業所 （属性）常勤の従業員数が企

業規模５０人以上で事業所規模５０人以上の事業所（職種別民間給与実

態調査に準ずる） （抽出枠）人事院の職種別民間給与実態調査の母集

団事業所 

 【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）１２８／６３０ （配布）郵送 （取

集）郵送 （記入）自計 （把握時）平成２１年４月 （系統）大分県

人事委員会事務局→報告者 

 【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成２１年０４月２０日～３０日 

 【調査事項】 （１）本年夏季一時金の支給の決定状況，（２）本年及び夏季一時金の支

給額・支給月数，従業員平均賃金 
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【調査名】 平成２１年民間企業における夏季一時金に関する特別調査 

【受理年月日】 平成２１年０４月１６日 

【実施機関】 長崎県人事委員会事務局職員課任用給与班 

【目 的】 今回の特別調査により，長崎県内の民間企業における夏季一時金に支給月数

等を調査し，県内企業における状況をより精確に明らかにする。 

【調査の構成】 １－平成２１年民間企業における夏季一時金に関する特別調査票 

※ 

【調査票名】 １－平成２１年民間企業における夏季一時金に関する特別調査票 

 【調査対象】 （地域）長崎県内全域 （単位）企業 （属性）日本標準産業分類に掲

げる大分類Ｂ－漁業－Ｒサービス業（大分類Ｍ・Ｑは除く）に属する企

業で，企業規模５０人以上かつ事業所規模５０人以上の企業 （抽出枠）

平成２１年職種別民間給与実態調査の対象企業 

 【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）１００／３２０ （配布）郵送 （取集）

郵送 （記入）自計 （把握時）平成２１年４月１７日から平成２１年

５月１日までの期間 （系統）長崎県人事委員会→報告者 

 【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成２１年０４月１７日～０５月０

１日 

 【調査事項】 長崎県内企業における夏季一時金の支給の決定状況及び支給月数 
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【調査名】 平成２１年民間企業における夏季一時金に関する調査 

【受理年月日】 平成２１年０４月１７日 

【実施機関】 神戸市人事委員会事務局調査課 

【目 的】 民間企業における夏季一時金の支給状況を把握する。 

【調査の構成】 １－平成２１年民間企業における夏季一時金に関する調査票 

※ 

【調査票名】 １－平成２１年民間企業における夏季一時金に関する調査票 

 【調査対象】 （地域）神戸市内全域 （単位）事業所 （属性）従業員５０名以上の

事業所 （抽出枠）神戸市人事委員会事務局調査課保有の事業所名簿 

 【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）２００／６００ （配布）郵送 （取

集）ファクシミリ （記入）自計 （把握時）平成２１年４月２０日～

２８日 （系統）神戸市→報告者 

 【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成２１年０４月２８日 

 【調査事項】 １．企業名等，２．本年の夏季一時金の支給額，支給月数，２．本年の

一時金の年間支給額，支給月数 
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【調査名】 平成２１年民間企業における夏季一時金に関する特別調査 

【受理年月日】 平成２１年０４月２０日 

【実施機関】 三重県人事委員会事務局給与担当 

【目 的】 本年の民間企業における夏季一時金の支給状況を把握する。 

【調査の構成】 １－平成２１年民間企業における夏季一時金に関する特別調査票 

※ 

【調査票名】 １－平成２１年民間企業における夏季一時金に関する特別調査票 

 【調査対象】 （地域）三重県内全域 （単位）企業 （属性）職種別民間給与実態調

査の対象企業（三重県内の企業規模５０人以上かつ事業所規模５０人以

上の企業） （抽出枠）平成２１年職種別民間給与実態調査管理名簿 

 【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）１５０／６８２ （配布）郵送 （取

集）ファクシミリ （記入）自計 （把握時）平成２１年４月２２日～

５月７日 （系統）三重県人事委員会事務局→報告者 

 【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成２１年０４月２２日～０５月０

７日 

 【調査事項】 １．本年夏季一時金の支給の決定状況，２．本年夏季一時金の支給額及

び支給月数並びに従業員平均賃金，３．前年夏季一時金の支給額及び支

給月数並びに従業員平均賃金 
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【調査名】 平成２１年民間企業における夏季一時金に関する調査 

【受理年月日】 平成２１年０４月２０日 

【実施機関】 奈良県人事委員会事務局給与課 

【目 的】 民間企業における一時金の支給状況を把握し，奈良県職員の一時金が社会一

般の情勢に適応しているかどうかを検討する。 

【調査の構成】 １－平成２１年民間企業における夏季一時金に関する調査票 

※ 

【調査票名】 １－平成２１年民間企業における夏季一時金に関する調査票 

 【調査対象】 （地域）奈良県内全域 （単位）企業 （属性）日本標準産業分類の，

漁業，鉱業・採石業・砂利採取業，建設業，製造業，電気・ガス・熱供

給・水道行，情報通信業，運輸業・郵便業，卸売業・小売業，金融業・

保険業，不動産業・物品賃貸業，学術研究・専門・技術サービス業（中

分類の学術・開発研究機関及び広告業に該当するもの。），生活関連サー

ビス業・娯楽業（中分類のその他の生活関連サービス業に該当するもの。），

教育・学習支援業（中分類の学校教育に街頭するもの。），医療・福祉（中

分類の保健衛生に該当するものを除く。），サービス業（中分類の政治・

経済・文化団体に該当するもの。）に該当する産業で，県内に正規従業員

５０人以上の事業所を有する企業 （抽出枠）職種別民間給与実態調査

管理名簿 

 【調査方法】 （選定）全数 （客体数）２３１ （配布）郵送 （取集）郵送 （記

入）自計 （把握時）平成２１年４月２０日～平成２１年５月１日 （系

統）奈良県人事委員会→報告者 

 【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成２１年０４月２０日～０５月０

１日 

 【調査事項】 １．企業名，２．企業全体の常勤従業員数，３．担当者の所属・役職・

指名・連絡先電話番号，４．本年夏季一時金の支給の決定状況，５．平

成２０年と２１年における夏季一時金の支給額・支給月数（年間一括一

時金の場合は、一時金の年間支給額・年間支給月数）及び従業員平均賃

金 
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【調査名】 和歌山県民間企業における夏季一時金に関する調査 

【受理年月日】 平成２１年０４月２０日 

【実施機関】 和歌山県人事委員会事務局職員課 

【目 的】 民間企業における本年夏季一時金の支給額，支給月数を調査し，緊急に民間

の一時金の支給状況を把握する。 

【調査の構成】 １－和歌山県民間企業における夏季一時金に関する調査票 

※ 

【調査票名】 １－和歌山県民間企業における夏季一時金に関する調査票 

 【調査対象】 （地域）和歌山県内全域 （単位）企業 （属性）企業規模５０人以上

かつ事業所規模５０人以上の企業 （抽出枠）職種別民間給与実態調査

の管理名簿 

 【調査方法】 （選定）全数 （客体数）２１４ （配布）郵送 （取集）郵送 （記

入）自計 （把握時）平成２１年４月１７日現在 （系統）和歌山県→

報告者 

 【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成２１年０４月１７日～２７日 

 【調査事項】 １．本年夏季一時金の支給の決定状況，２．本年夏季一時金の従業員平

均支給額・支給月数，従業員平均賃金，３．前年夏季一時金の従業員平

均支給額・支給月数，従業員平均賃金 
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【調査名】 平成２１年民間企業における夏季一時金に関する調査 

【受理年月日】 平成２１年０４月２０日 

【実施機関】 島根県人事委員会事務局企画課給与グループ 

【目 的】 昨今の厳しい経済情勢を受け，民間企業における夏季一時金の支給水準は前

年を大幅に下回ることが推測されるため，島根県民間企業の支給水準を臨時的

に調査し，職員の給与を検討する際の参考資料とする。 

【調査の構成】 １－平成２１年民間企業における夏季一時金に関する調査票 

※ 

【調査票名】 １－平成２１年民間企業における夏季一時金に関する調査票 

 【調査対象】 （地域）島根県内全域 （単位）事業所 （属性）企業規模５０人以上

かつ事業所規模５０人以上の島根県内民間事業所 （抽出枠）平成２１

年職種別民間給与実態調査における標本事業所 

 【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）９９／２２９ （配布）郵送 （取集）

郵送 （記入）自計 （把握時）平成２１年４月現在（前年分について

は夏季一時金の支給対象月） （系統）島根県人事委員会→民間事業者

→報告者 

 【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成２１年０４月１７日～２４日 

 【調査事項】 １．本年夏季一時金の支給の決定状況，２．本年夏季一時金の支給額，

支給月数，従業員平均賃金，３．前年夏季一時金の支給額，支給月数，

従業員平均賃金等 
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【調査名】 平成２１年民間企業における夏季一時金に関する特別調査 

【受理年月日】 平成２１年０４月２０日 

【実施機関】 岡山県人事委員会事務局総務課 

【目 的】 本年の民間企業における夏季一時金が，前年に比べ１０％を超えるマイナス

になっているとの各種調査報告を受け，緊急に民間の一時金の支給状況を把握

する。 

【調査の構成】 １－平成２１年民間企業における夏季一時金に関する特別調査票 

※ 

【調査票名】 １－平成２１年民間企業における夏季一時金に関する特別調査票 

 【調査対象】 （地域）岡山県全域 （単位）事業所 （属性）日本標準産業分類の，

漁業，鉱業，採石業，砂利採取業，建設業，製造業，電気・ガス・熱供

給・水道業，情報通信業，運輸業，郵便業，卸売業，小売業，金融業，

保険業，不動産業，物品賃貸業，学術研究，専門・技術サービス業（中

分類の学術・開発研究機関及び広告業に該当するもの。），生活関連サー

ビス業，娯楽業（中分類のその他生活関連サービス業に該当するもの。），

教育，学習支援業（中分類の学校教育に該当するもの。），医療，福祉（中

分類の保健衛生に該当するものを除く），サービス業（中分類の政治・経

済・文化団体に該当するもの。）に該当する，平成２１年４月分の最終給

与締切日現在において，企業規模５０人以上で，かつ，事業所規模５０

人以上の事業所。ただし，次の経営形態のものを除く。（１）政府機関及

びその関係機関，（２）地方公共団体及びその関係機関，（３）大使館・

領事館及び国際連合等の関係機関，（４）企業組合等 （抽出枠）平成２

０年職種別民間給与実態調査対象事業所管理名簿 

 【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）１４４／８４３ （配布）郵送 （取

集）郵送 （記入）自計 （把握時）記入日現在 （系統）岡山県人事

委員会→報告者 

 【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成２１年０４月２１日～０５月１

２日 

 【調査事項】 １．本年夏季一時金の支給の決定状況，２．本年夏季一時金の支給額・

支給月数，従業員平均賃金，３．前年夏季一時金の支給額・支給月数，

従業員平均賃金 
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【調査名】 平成２１年民間企業における夏季一時金に関する調査 

【受理年月日】 平成２１年０４月２０日 

【実施機関】 広島県人事委員会事務局公務員課 

【目 的】 本年の民間企業における夏季一時金に関する各種の発表内容を考慮し，毎年，

人事院と各人事委員会が共同で実施する職種別民間給与実態調査とは別に，緊

急に広島県内における民間の一時金の支給状況を把握する。 

【調査の構成】 １－夏季一時金に関する調査票 

※ 

【調査票名】 １－夏季一時金に関する調査票 

 【調査対象】 （地域）広島県全域 （単位）事業所 （属性）企業規模５０人以上か

つ事業所規模５０人以上の民間事業所 （抽出枠）平成２０年職種別民

間給与実態調査の対象事業所 

 【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）２８０／１，２００ （配布）郵送 （取

集）郵送 （記入）自計 （把握時）報告日現在 （系統）広島県人事

委員会事務局→報告者 

 【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成２１年０４月２０日～３０日 

 【調査事項】 平成２１年の夏季一時金の支給額又は支給月数等 
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【調査名】 平成２１年民間企業における夏季一時金に関する調査 

【受理年月日】 平成２１年０４月２０日 

【実施機関】 鹿児島県人事委員会事務局職員課給与係 

【目 的】 民間事業所における本年と昨年の夏季一時金の実態を把握し，その増減を本

年の地方公務員の期末・勤勉手当の支給月数に反映させるための基礎資料を作

成する。 

【調査の構成】 １－平成２１年民間企業における夏季一時金に関する調査票 

※ 

【調査票名】 １－平成２１年民間企業における夏季一時金に関する調査票 

 【調査対象】 （地域）鹿児島県内全域 （単位）事業所 （属性）企業規模５０人以

上で，かつ，事業所規模５０人以上の鹿児島県内の民間事業所 （抽出

枠）平成２１年職種別民間給与実態調査の調査対象事業所名簿 

 【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）１２６／５０２ （配布）郵送 （取

集）郵送 （記入）自計 （把握時）記入日現在 （系統）鹿児島県人

事委員会事務局→報告者 

 【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成２１年０４月２０日～３０日 

 【調査事項】 １．本年夏季一時金の支給の決定状況，２．本年夏季一時金の支給額・

支給月数，従業員平均賃金，３．前年夏季一時金の支給額・支給月数，

従業員平均賃金 
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【調査名】 平成２１年民間企業における夏季一時金に関する調査 

【受理年月日】 平成２１年０４月２０日 

【実施機関】 沖縄県人事委員会事務局職員課 

【目 的】 職員の期末手当及び勤勉手当の支給月数に関し，地方公務員法第１４条に規

定する社会一般の情勢に適応させるため，民間企業の夏季一時金の支給状況を

把握する。 

【調査の構成】 １－平成２１年民間企業における夏季一時金に関する調査票 

※ 

【調査票名】 １－平成２１年民間企業における夏季一時金に関する調査票 

 【調査対象】 （地域）沖縄県全域 （単位）企業 （属性）日本標準産業分類に掲げ

られるものに該当する産業のうち分類記号中分類中０１，０２，７２，

７４から７８，８０，８２，８４，８６から９２，９４から９９に属す

る産業を除く企業のうち、従業員数５０人以上のもの （抽出枠）平成

２１年職種別民間給与実態調査管理名簿 

 【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）７０／２８０ （配布）郵送 （取集）

郵送 （記入）自計 （把握時）平成２１年４月１日現在 （系統）沖

縄県人事委員会→民間事業者→報告者 

 【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成２１年０４月２０日～０５月０

１日 

 【調査事項】 １．従業員数，２．夏季一時金の支給額・支給月数及び従業員の平均賃

金 
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【調査名】 平成２１年職種別民間給与実態調査附帯調査 

【受理年月日】 平成２１年０４月２１日 

【実施機関】 福井県人事委員会事務局給与・審査グループ 

【目 的】 地方公務員の勤務条件を民間の従業員の勤務条件と比較検討するための基礎

資料を作成する。 

【調査の構成】 １－平成２１年職種別民間給与実態調査附帯調査票 

※ 

【調査票名】 １－平成２１年職種別民間給与実態調査附帯調査票 

 【調査対象】 （地域）福井県全域 （単位）事業所 （属性）企業規模５０人以上で，

かつ，事業所規模５０人以上の事業所 （抽出枠）平成２１年職種別民

間給与実態調査標本名簿 

 【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）８０／８２ （配布）調査員 （取集）

調査員 （記入）他計 （把握時）平成２１年４月分の最終給与締切日

現在 （系統）福井県人事委員会→報告者 

 【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成２１年０５月０１日～０６月１

８日 

 【調査事項】 １．所定労働時間の状況，２．住宅手当の支給状況 
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【調査名】 平成２１年民間企業における夏季一時金に関する特別調査 

【受理年月日】 平成２１年０４月２１日 

【実施機関】 徳島県人事委員会事務局 

【目 的】 地方公務員法の規定の趣旨に基づき，地方公務員の給与を民間の従業員の給

与と比較検討するための基礎資料を作成する。 

【調査の構成】 １－平成２１年民間企業における夏季一時金に関する特別調査票 

※ 

【調査票名】 １－平成２１年民間企業における夏季一時金に関する特別調査票 

 【調査対象】 （地域）徳島県全域 （単位）事業所 （属性）職種別民間給与実態調

査の対象事業所（企業規模５０人以上，かつ、事業所規模５０人以上の

事業所 （抽出枠）平成２０年職種別民間給与実態調査において徳島県

人事委員会事務局職員が訪問調査を実施した事業所 

 【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）７７ （配布）郵送・調査員 （取集）

郵送・調査員 （記入）自計 （把握時）２００９年及び２００８年 （系

統）徳島県人事委員会事務局→報告者 

 【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成２１年０４月２２日～０５月１

１日 

 【調査事項】 １．本年夏季一時金の支給の決定（妥結）状況，２．本年及び前年の夏

季一時金の支給状況，３．本年及び前年の一時金の年間支給状況，４．

本年及び前年の従業員平均賃金 
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【調査名】 平成２１年職種別民間給与実態調査（付帯調査） 

【受理年月日】 平成２１年０４月２２日 

【実施機関】 福島県人事委員会事務局採用給与課 

【目 的】 地方公務員法の規定の趣旨に基づき，地方公務員の給与を民間の従業員の勤

務条件と比較検討するための基礎資料を作成する。 

【調査の構成】 １－平成２１年職種別民間給与実態調査（付帯調査）票 

※ 

【調査票名】 １－平成２１年職種別民間給与実態調査（付帯調査）票 

 【調査対象】 （地域）福島県内全域 （単位）事業所 （属性）平成２１年４月分の

最終給与締切日現在において，企業規模５０人以上で，かつ，事業所規

模５０人以上の事業所 （抽出枠）職種別民間給与実態調査管理名簿 

 【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）１４０／８５１ （配布）調査員 （取

集）調査員 （記入）他計 （把握時）平成２１年４月 （系統）福島

県人事委員会→報告者 

 【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成２１年０５月０１日～０６月１

８日 

 【調査事項】 就業規則等に定められている所定労働時間（１日単位・１週間単位） 
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【調査名】 平成２１年民間企業における夏季一時金に関する調査 

【受理年月日】 平成２１年０４月２２日 

【実施機関】 埼玉県人事委員会事務局総務給与課 

【目 的】 埼玉県職員の給与について検討するため，埼玉県内民間企業における平成２

１年の夏季一時金の支給状況を把握する。 

【調査の構成】 １－平成２１年民間企業における夏季一時金に関する調査票 

※ 

【調査票名】 １－平成２１年民間企業における夏季一時金に関する調査票 

 【調査対象】 （地域）埼玉県内全域 （単位）企業 （属性）職種別民間給与実態調

査の対象企業（企業規模５０人以上，かつ，事業所規模５０人以上） （抽

出枠）職種別民間給与実態調査対象企業 

 【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）２５６／８７６ （配布）郵送 （取

集）郵送 （記入）自計 （把握時）平成２０年４月から平成２２年３

月まで （系統）埼玉県人事委員会事務局→報告者 

 【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成２１年０４月２４日～０５月１

２日 

 【調査事項】 １．本年夏季一時金の支給の決定状況（妥結の有無），２．本年夏季一時

金の支給額・支給月数，従業員平均賃金，３．前年夏季一時金の支給額・

支給月数，従業員平均賃金 
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【調査名】 香川県民間企業における夏季一時金に関する特別調査 

【受理年月日】 平成２１年０４月２２日 

【実施機関】 香川県人事委員会事務局 

【目 的】 香川県内の民間企業における本年の一時金の支給状況を把握する。 

【調査の構成】 １－香川県民間企業における夏季一時金に関する特別調査票 

※ 

【調査票名】 １－香川県民間企業における夏季一時金に関する特別調査票 

 【調査対象】 （地域）香川県内全域 （単位）企業 （属性）香川県内に企業規模５

０人以上かつ事業所規模５０人以上の事業所を有する企業で，日本標準

産業分類に掲げる産業のうち，漁業，鉱業，採石業，砂利採取業，建設

業，製造業，電気・ガス・熱供給・水道業，情報通信業，運輸業，郵便

業，卸売業，小売業，金融業，保険業，不動産業，物品賃貸業，学術研

究，専門・技術サービス業（中分類７１－学術・開発研究機関及び中分

類７３－広告業に限る。），生活関連サービス業，娯楽業（中分類７９－

その他の生活関連サービス業に限る。），教育，学習支援業（中分類８１

－学校教育に限る。），医療，福祉（中分類８３－医療業及び中分類８５

－社会保険・社会福祉・介護事業に限る。），サービス業（他に分類され

ないもの）（中分類９３－政治・経済・文化団体に限る。） （抽出枠）

職種別民間給与実態調査管理名簿 

 【調査方法】 （選定）全数 （客体数）３４７ （配布）郵送 （取集）郵送 （記

入）自計 （把握時）平成２１年４月２１日～平成２１年５月８日 （系

統）香川県人事委員会事務局→報告者 

 【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成２１年０４月２１日～０５月０

８日 

 【調査事項】 １．企業の名称及び企業全体の常勤従業員数，２．本年の夏季又は年間

の一時金の支給の決定状況，３．本年の夏季又は年間の一時金の支給額・

支給月数及び従業員平均賃金，４．前年の夏季又は年間の一時金の支給

額・支給月数及び従業員平均賃金 
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【調査名】 平成２１年民間企業における夏季一時金に関する特別調査 

【受理年月日】 平成２１年０４月２２日 

【実施機関】 熊本県人事委員会事務局公務員課 

【目 的】 人事院が実施する夏季一時金に関する特別調査に対応して，毎年実施してい

る職種別民間給与実態調査とは別に，緊急に熊本県内の民間企業の夏季一時金

の支給状況を把握する。 

【調査の構成】 １－平成２１年民間企業における夏季一時金に関する特別調査票 

※ 

【調査票名】 １－平成２１年民間企業における夏季一時金に関する特別調査票 

 【調査対象】 （地域）熊本県内全域 （単位）企業 （属性）人事院の行う職種別民

間給与実態調査の熊本県の母集団のうち，熊本県人事委員会が調査担当

となっている熊本県内の企業 （抽出枠）職種別民間給与実態調査の指

定名簿 

 【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）７６／３０７ （配布）郵送 （取集）

郵送 （記入）自計 （把握時）２００９年及び２００８年の夏季 （系

統）熊本県人事委員会→報告者 

 【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成２１年０４月２０日～３０日 

 【調査事項】 １．本年夏季一時金の支給決定状況，２．本年及び前年の夏季一時金の

支給額、支給月数，従業員平均賃金 
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【調査名】 民間企業における夏季一時金に関する調査 

【受理年月日】 平成２１年０４月２２日 

【実施機関】 宮崎県人事委員会事務局職員課 

【目 的】 昨年暮れからの急激な経済悪化を踏まえ，民間における本年夏季一時金の支

給状況を把握し，今後の公民比較の参考とする。 

【調査の構成】 １－民間企業における夏季一時金に関する調査票 

※ 

【調査票名】 １－民間企業における夏季一時金に関する調査票 

 【調査対象】 （地域）宮崎県内全域 （単位）企業 （属性）職種別民間給与実態調

査の対象企業（企業規模５０人以上かつ事業所規模５０人以上の企業）

のうち，本年度訪問調査対象外の企業 （抽出枠）職種別民間給与実態

調査の対象企業 

 【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）７１／３４２ （配布）郵送 （取集）

郵送 （記入）自計 （把握時）調査票記入日現在 （系統）宮崎県→

民間事業者→報告者 

 【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成２１年０４月２０日～０５月０

１日 

 【調査事項】 １．本年の夏季一時金の支給の決定状況，２．本年の夏季一時金の支給

額，支給月数，従業員平均賃金，３．前年の夏季一時金の支給額，支給

月数，従業員平均賃金，４．本年の一時金の年間支給額，支給月数，従

業員平均賃金 
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【調査名】 平成２１年民間企業における夏季一時金に関する特別調査 

【受理年月日】 平成２１年０４月２２日 

【実施機関】 岡山市人事委員会事務局 

【目 的】 本年の民間企業における夏季一時金が，前年に比べて大幅なマイナスになっ

ているとの各種調査報告を受け，緊急に民間の一時金の支給状況を把握する。 

【調査の構成】 １－平成２１年民間企業における夏季一時金に関する特別調査票 

※ 

【調査票名】 １－平成２１年民間企業における夏季一時金に関する特別調査票 

 【調査対象】 （地域）岡山市全域 （単位）事業所 （属性）平成２１年４月分の最

終給与締切日現在において，企業規模５０人以上で，かつ，事業所規模

５０人以上の事業所。ただし，政府機関及びその関係機関，地方公共団

体及びその関係機関，大使館・領事館及び国際連合等の関係機関，企業

組合等を除き，日本標準産業分類の，漁業，鉱業，採石業，砂利採取業，

建設業，製造業，電気・ガス・熱供給・水道行，情報通信業，運輸業，

郵便業，卸売業，小売業，金融業，保険業．不動産業，物品賃貸業，学

術研究，専門・技術サービス業（中分類の学術・開発研究機関及び広告

業に該当するもの。），生活関連サービス業，娯楽業（中分類のその他生

活関連サービス業に該当するもの。），教育，学習支援業（中分類の学校

教育に該当するもの。），医療，福祉（中分類の保健衛生に該当するもの

を除く。），サービス業（中分類の政治・経済・文化団体に該当するもの。）

に該当するもの。 （抽出枠）平成２１年職種別民間給与実態調査対象

事業所管理名簿 

 【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）１２０／３２０ （配布）郵送 （取

集）郵送 （記入）自計 （把握時）記入日現在 （系統）岡山市人事

委員会→報告者 

 【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成２１年０４月２２日～０５月１

３日 

 【調査事項】 １．本年夏季一時金の支給の決定状況，２．本年夏季一時金の支給額・

支給月数，従業員平均賃金，３．前年夏季一時金の支給額・支給月数，

従業員平均賃金 
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【調査名】 平成２１年民間企業における夏季一時金に関する京都府特別調査 

【【受理年月日】 平成２１年０４月２２日 

実施機関】 京都府人事委員会事務局職員課 

【目 的】 民間の一時金が前年に比べ大幅に減少するとの報道等がある中で，緊急に民

間の一時金の支給状況を調査する。 

【調査の構成】 １－平成２１年民間企業における夏季一時金に関する京都府特別調査 

※ 

【調査票名】 １－平成２１年民間企業における夏季一時金に関する京都府特別調査 

 【調査対象】 （地域）京都府内全域 （単位）企業 （属性）京都府内に事業所を有

する企業（企業規模５０人以上でかつ事業所規模５０人以上の企業） 

 【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）２３０ （配布）郵送・調査員 （取集）

郵送・調査員 （記入）自計 （把握時）平成２０年及び平成２１年 （系

統）京都府→報告者 

 【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成２１年０５月０１日 

 【調査事項】 本年の夏季一時金の支給額，支給月数，妥結状況 
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【調査名】 平成２１年職種別民間給与実態調査附帯調査 

【受理年月日】 平成２１年０４月２２日 

【実施機関】 大阪府人事委員会事務局 

【目 的】 本年の民間企業における賞与の状況及び業況判断等を把握する。 

【調査の構成】 １－平成２１年職種別民間給与実態調査附帯調査 

※ 

【調査票名】 １－平成２１年職種別民間給与実態調査附帯調査 

 【調査対象】 （地域）大阪府全域 （単位）事業所 （属性）企業規模５０人以上か

つ事業所規模５０人以上の事業所 （抽出枠）平成２１年職種別民間給

与実態調査の母集団名簿（大阪市域，堺市域及びその他大阪府域） 

 【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）１５０／４，２２１ （配布）職員 （取

集）職員 （記入）他計 （把握時）調査実施時点 （系統）大阪府人

事委員会事務局→報告者 

 【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成２１年０５月０１日～０６月１

８日 

 【調査事項】 １．株式市場への上場状況，２．業況，雇用人員数，３．平成２０年冬

季賞与，業績の状況などにより定期的に支給している賞与がゼロになる

可能性の有無 
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【調査名】 平成２１年民間企業における夏季一時金に関する調査 

【受理年月日】 平成２１年０４月２２日 

【実施機関】 鳥取県人事委員会事務局給与課 

【目 的】 鳥取県職員の特別給（ボーナス）については，月例給と同様に，例年５月か

ら行う職種別民間給与実態調査により，精確に民間の支給実績を把握し，それ

に基づいて公民比較を行い，毎年秋に必要に応じ改定を勧告しているところで

ある。本年の民間企業における夏季一時金は，これまでの各種の発表によると，

前年に比べ１０％を超えるマイナスになっているとするものもあることから，

国（人事院）においては，例年の職種別民間給与実態調査とは別に，緊急に民

間の一時金に関する特別調査を実施しているところである。鳥取県においても，

国の動向及び厳しい鳥取県内の経済情勢を考え，緊急に民間の一時金の支給状

況を把握する必要があると考え，鳥取県独自に鳥取県内民間企業における夏季

一時金に関する特別調査を実施する。 

【調査の構成】 １－平成２１年民間企業における夏季一時金に関する調査票 

※ 

【調査票名】 １－平成２１年民間企業における夏季一時金に関する調査票 

 【調査対象】 （地域）鳥取県内全域 （単位）事業所 （属性）企業規模５０人以上

で，かつ，事業所規模５０人以上の事業所 （抽出枠）平成２１年の職

種別民間給与実態調査の対象事業所 

 【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）１３０ （配布）郵送 （取集）郵送 

（記入）自計 （把握時）調査時点 （系統）鳥取県人事委員会→報告

者 

 【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成２１年０４月２２日～０５月０

１日 

 【調査事項】 １．企業全体の常勤従業員数，事業所全体の常勤従業員数，２．本年夏

季一時金の支給の決定状況，３．本年及び前年の夏季一時金の支給額・

支給月数，従業員平均賃金，４．本年及び前年の一時金の年間支給額・

支給月数，従業員平均賃金 
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【調査名】 平成２１年民間企業における夏季一時金に関する特別調査 

【受理年月日】 平成２１年０４月２４日 

【実施機関】 兵庫県人事委員会事務局職員課 

【目 的】 本年の民間企業における夏季一時金の支給状況を把握する。 

【調査の構成】 １－平成２１年民間企業における夏季一時金に関する特別調査 

※ 

【調査票名】 １－平成２１年民間企業における夏季一時金に関する特別調査 

 【調査対象】 （地域）兵庫県内全域 （単位）事業所 （属性）企業規模５０人以上，

かつ，事業所規模５０人以上の民間事業所 （抽出枠）平成２０年職種

別民間給与実態調査における兵庫県調査対象事業所 

 【調査方法】 （選定）全数 （客体数）４２０ （配布）郵送 （取集）郵送 （記

入）自計 （把握時）平成２１年４月２１日から４月３０日まで （系

統）兵庫県人事委員会事務局職員課→報告者 

 【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成２１年０４月２１日～３０日 

 【調査事項】 １．平成２１年夏季一時金の支給の決定状況，２．平成２０年及び平成

２１年夏季一時金の支給額・支給月数，従業員平均賃金 
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【調査名】 福岡市次世代育成支援に関するアンケート調査 

【受理年月日】 平成２１年０４月２４日 

【実施機関】 福岡市こども未来局こども部総務企画課 

【目 的】 中高生等の生活実態や要望・意見等を把握し，福岡市次世代育成支援の後期

行動計画（平成２２～２６年度）を作成するための基礎資料を得る。 

【調査の構成】 １－福岡市次世代育成支援に関するアンケート調査票（１８～３０歳の

方用） ２－福岡市次世代育成支援に関するアンケート調査票（中学生・

高校生等用） 

※ 

【調査票名】 １－福岡市次世代育成支援に関するアンケート調査票（１８～３０歳の方

用） 

 【調査対象】 （地域）福岡市全域 （単位）個人 （属性）青年（１８～２９歳の者） 

（抽出枠）住民基本台帳 

 【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）１，０００／２２８，０００ （配布）

調査員 （取集）調査員 （記入）自計 （把握時）平成２１年４月１

日現在 （系統）福岡市→民間事業者→調査員→報告者 

 【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成２１年０５月２０日～３１日 

 【調査事項】 １．生活の状況，２．就学・就労状況等 

※ 

【調査票名】 ２－福岡市次世代育成支援に関するアンケート調査票（中学生・高校生等

用） 

 【調査対象】 （地域）福岡市全域 （単位）個人 （属性）中学生（１０００人／３

８０００人），高校生（１０００人／３８０００人） （抽出枠）住民基

本台帳 

 【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）１，０００／３８０００ １０００／

３８，０００ （配布）調査員 （取集）調査員 （記入）自計 （把

握時）平成２１年４月１日現在 （系統）福岡市→民間事業者→調査員

→調査対象者 

 【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成２１年０５月２０日～３１日 

 【調査事項】 １．生活の状況，２．就学・就労状況等 
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【調査名】 勤務時間調査 

【受理年月日】 平成２１年０４月２４日 

【実施機関】 秋田県人事委員会事務局調整・審査班 

【目 的】 民間事業所における就業時間及び所定労働時間を調査し，地方公務員の勤務

時間と比較検討するための基礎資料を作成する。 

【調査の構成】 １－勤務時間に係る調査票 

※ 

【調査票名】 １－勤務時間に係る調査票 

 【調査対象】 （地域）秋田県全域 （単位）事業所 （属性）企業規模５０人以上で，

かつ，事業所規模５０人以上の事業所 （抽出枠）平成２１年職種別民

間給与実態調査対象事業所 

 【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）９２／３９６ （配布）調査員 （取

集）調査員 （記入）自計 （把握時）平成２１年４月１日現在 （系

統）秋田県人事委員会人局→報告者 

 【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成２１年０５月０１日～０６月１

８日 

 【調査事項】 就業時間及び所定労働時間 
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【調査名】 給与，勤務条件等に関する調査 

【受理年月日】 平成２１年０４月２４日 

【実施機関】 広島県人事委員会事務局公務員課 

【目 的】 地方公務員法の規定の趣旨に基づき，地方公務員の給与を民間の従業員の給

与等と比較検討するための基礎資料を作成する。 

【調査の構成】 １－給与，勤務条件等に関する調査票 

※ 

【調査票名】 １－給与，勤務条件等に関する調査票 

 【調査対象】 （地域）広島県内全域【広島市内については，広島市人事委員会が実施） 

（単位）事業所 （属性）企業規模５０人以上かつ事業所規模５０人以

上の民間事業所 （抽出枠）平成２１年職種別民間給与実態調査の対象

事業所 

 【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）３００／１，２００ （配布）調査員 

（取集）調査員 （記入）自計 （把握時）報告日現在 （系統）広島

県人事委員会及び広島市人事委員会→報告者 

 【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成２１年０５月０１日～０６月１

８日 

 【調査事項】 給与，勤務条件等に関する事項 
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【調査名】 院内がん登録データ収集調査 

【受理年月日】 平成２１年０４月２８日 

【実施機関】 静岡県厚生部疾病対策室 

【目 的】 院内がん登録のデータを収集し，がん患者の受療動向等を分析することによ

り，静岡県におけるがん医療提供体制の整備方針を作成するための基礎資料を

得る。 

【調査の構成】 １－院内がん登録データ収集調査票 

※ 

【調査票名】 １－院内がん登録データ収集調査票 

 【調査対象】 （地域）静岡県内全域 （単位）病院 （属性）国が指定するがん診療

連携拠点病院及び静岡県が指定する静岡県地域がん診療連携推進病院 

 【調査方法】 （選定）全数 （客体数）１８ （配布）郵送 （取集）郵送 （記入）

自計 （把握時）調査実施の２年前の１月１日から１２月３１日まで 

（系統）静岡県→報告者 

 【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）毎年５月３１日 

 【調査事項】 初診，診療，治療等がされたすべての登録対象症例のうち，（１）患者の

基本情報，（２）診療情報，（３）腫瘍情報，（４）予後情報等 
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【調査名】 平成２１年職種別民間給与実態調査付帯調査 

【受理年月日】 平成２１年０４月２８日 

【実施機関】 佐賀県人事委員会事務局給与担当 

【目 的】 佐賀県職員の給与について検討するため，民間事業所における住居手当及び

通勤手当の支給状況等を詳細に把握する。 

【調査の構成】 １－平成２１年職種別民間給与実態調査付帯調査 

※ 

【調査票名】 １－平成２１年職種別民間給与実態調査付帯調査 

 【調査対象】 （地域）佐賀県内全域 （単位）事業所 （属性）職種別民間給与実態

調査の対象事業所（企業規模５０人以上かつ事業所規模５０人以上の県

内事業所） （抽出枠）平成２１年職種別民間給与実態調査の県内対象

事業所のうち，佐賀県人事委員会が調査担当となっているすべての事業

所 

 【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）１０３／３２１ （配布）調査員 （取

集）調査員 （記入）他計 （把握時）平成２１年４月分の最終給与締

切日現在 （系統）佐賀県人事委員会事務局→報告者 

 【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成２１年０５月０１日～０６月１

８日 

 【調査事項】 １．自宅居住者に支給する手当月額，支給期間の制限及び支給理由，２．

借家，借間居住者に支給する手当額の算定方法，３．交通用具使用者に

通勤手当を支給する場合の手当月額及び算定方法 
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【調査名】 高等学校卒業者の進学状況調査 

【受理年月日】 平成２１年０４月２８日 

【実施機関】 高知県教育委員会事務局総務福利課 

【目 的】 高等学校卒業者の進学状況を調査し，教育行政上の資料とする。 

【調査の構成】 １－高等学校卒業者の進学状況調査票 

※ 

【調査票名】 １－高等学校卒業者の進学状況調査票 

 【調査対象】 （地域）高知県全域 （単位）個人 （属性）高等学校卒業者 

 【調査方法】 （選定）全数 （客体数）６，５００ （配布）聞き取り調査 （取集）

聞き取り調査 （記入）他計 （把握時）毎年５月１日現在 （系統）

鳥取県→公・私立高等学校→報告者 

 【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）実施期間：毎年６月１日、提出期限：毎年

７月３１日 

 【調査事項】 １．毎年３月卒業者の進学状況，（１）卒業者数，（２）卒業者総数のう

ちの入学志願者数，（３）進学者数，（４）大学（学部）・短期大学（本科）

の学校別，学部・学科系統別進学者数，２．前年３月以前の卒業者であ

り，かつ基準となる期日の属する年度に進学した者の進学状況，（１）入

学志願者数，（２）進学者数，（３）大学（学部）・短期大学（本科）の学

校別，学部・学科系統別進学者数，３．四国４県内の国立大学及び，高

知県内の公立・私立大学及び短期大学の志願者数及び合格者数 
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【調査名】 平成２１年民間企業における夏季一時金に関する特別調査 

【受理年月日】 平成２１年０４月２８日 

【実施機関】 山形県人事委員会事務局職員課 

【目 的】 地方公務員法の趣旨に基づき，山形県職員の給与について検討するための基

礎資料を作成する。 

【調査の構成】 １－平成２１年民間企業における夏季一時金に関する特別調査 

※ 

【調査票名】 １－平成２１年民間企業における夏季一時金に関する特別調査 

 【調査対象】 （地域）山形県内全域 （単位）事業所 （属性）平成２１年４月分の

最終給与締切日現在において，企業規模５０人以上で，かつ，事業所規

模５０人以上であり，漁業，鉱業，採石業，砂利採取業，建設業，製造

業，電気・ガス・熱供給・水道業，情報通信業，運輸業，郵便業，卸売

業，小売業，金融業，保険業，不動産業，物品賃貸業，学術研究，専門・

技術サービス業，生活関連サービス業，娯楽業，教育，学習支援，医療，

福祉，サービス業に属する事業所 （抽出枠）職種別民間給与実態調査

の管理名簿 

 【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）１２０／５０４ （配布）電話調査 （取

集）電話調査 （記入）他計 （把握時）調査日現在 （系統）山形県

人事委員会→調査員→報告者 

 【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成２１年０４月２８日～０５月１

３日 

 【調査事項】 １．企業全体の常勤の従業員数，２．事業所の常勤の従業員数，３．平

成２１年夏季一時金の支給の決定状況，４．平成２１年夏季一時金（年

間）の支給額・支給月数・従業員平均賃金，５．平成２０年夏季一時金

（年間）の支給額・支給月数・従業員平均賃金 
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【調査名】 広島県職場環境実態調査 

【受理年月日】 平成２１年０４月３０日 

【実施機関】 広島県商工労働局総務管理部労働福祉課 

【目 的】 広島県内企業における職場環境の整備状況等の実態を調査して明らかにし，

効果的な行政施策を行うための基礎資料とする。 

【調査の構成】 １－広島県職場環境実態調査 

※ 

【調査票名】 １－広島県職場環境実態調査 

 【調査対象】 （地域）広島県内全域 （単位）事業所 （属性）平成１８年事業所・

企業統計調査において調査対象とされ，かつ，常用労働者数１０人以上

の本所事業所（産業分類が農業・林業，漁業，鉱業・採石業・砂利採取

業，公務のものを除く。） （抽出枠）平成１８年度事業所・企業統計調

査対象企業等名簿 

 【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）２，５００／１１，３５１ （配布）

郵送 （取集）郵送・ファクシミリ （記入）自計 （把握時）毎年６

月１日現在 （系統）広島県→報告者 

 【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）０６月０１日～１９日 

 【調査事項】 常用労働者１０人以上の事業所の職場環境に関する事項，（１）男女雇用

機会均等法に基づく実施状況，（２）育児休業，年次有給休暇の取得状況，

（３）改正パートタイム労働法に基づく実施状況，（４）次世代育成支援

対策法に基づく一般事業主行動計画策定状況 など 
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（２）変更 

【調査名】 賃金等調査 

【受理年月日】 平成２１年０４月１４日 

【実施機関】 福岡県福祉労働部労働局労働政策課 

【目 的】 福岡県内の民間事業所に雇用される常用従業員及びパートタイム労働者の平

均賃金等の労働条件の実態及び賃上げ等の状況を明らかにする。 

【調査の構成】 １－賃金等調査票１ ２－賃金等調査票２ 

※ 

【調査票名】 １－賃金等調査票１ 

 【調査対象】 （地域）福岡県全域 （単位）事業所 （属性）福岡県内の３０人以上

の民間事業所 （抽出枠）平成１８年事業所・企業統計調査の事業所名

簿 

 【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）１，２００ （配布）郵送 （取集）

郵送 （記入）自計 （把握時）平成２１年７月３１日現在 （系統）

福岡県→報告者 

 【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）平成２１年０７月０３日～０８月１９日 

 【調査事項】 １．７月の従業員の支給賃金額等，２．モデル退職金，３．新規学卒者

の初任給，４．週休制の形態 

※ 

【調査票名】 ２－賃金等調査票２ 

【受理年月日】 平成２１年０４月１４日 

 【調査対象】 （地域）福岡県全域 （単位）事業所 （属性）福岡県内の３０人以上

の民間事業所 （抽出枠）平成１８年事業所・企業統計調査の事業所名

簿 

 【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）１，２００ （配布）郵送 （取集）

郵送 （記入）自計 （把握時）平成２１年７月３１日現在 （系統）

福岡県→報告者 

 【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）平成２１年０７月０３日～０８月１９日 

 【調査事項】 １．春季賃上げ要求・妥結状況，２．夏季一時金要求・妥結状況，３．

年末一時金要求・妥結状況 
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